◇地域型保育事業について
１　計画での位置付け
　　幼児期の教育・保育の取組の方向において、教育・保育環境の充実として、「地域型保育事業の普及に努め、事業者に対して積極的な支援を行います。」と規定している。
２　地域型保育事業とは
　○児童福祉法に位置付けられた市町村による認可事業で、市町村の地域型保育給付費の支給対象として、多様な施設や事業の中から、利用者が選択できる仕組み。
○原則として、満３歳未満の保育を必要とする乳幼児が対象となる事業で、定員数や保育の実施場所等によって下記の表のとおり４つに分類される。 

	事業
	概要
	定員

	家庭的保育事業 
	家庭的な雰囲気の下、少人数を対象にきめ細やかな保育を実施する。 
家庭的保育者の居宅その他様々なスペースで行う。 
	１～５人 

	小規模保育事業 
	比較的小規模で家庭的保育に近い雰囲気の下、多様なスペースできめ細やかな保育を実施する。 
①A型：保育所分園に近い類型 
②B型：A型とC型の中間的な類型 
③C型：家庭的保育（グループ型小規模保育）に近い類型 
	６～１９人 

	居宅訪問型保育事業 
	住み慣れた居宅において、利用する保護者・子どもの居宅で１対１を基本とするきめ細かな保育を実施する。 
	‐ 

	事業所内保育事業 
	企業が主として従業員への仕事と子育ての両立支援策として、事業所その他様々なスペースで実施する。 
	‐ 


　
３　地域型保育事業の必要性
（１）地域ニーズへの対応

　本市においては、都市の規模や地域の環境、交通条件等を踏まえて、全市を１区域としている。しかし、市全体でみれば、現状では確保内容に不足は生じていないが、地域ニーズに差がでてきており、未満児については、現実的には入所できないケースもでてきている。
　市では、老朽化に伴う公立保育園の改築計画に合わせて、順次未満児保育室の拡充を進めてきたが、今後の計画では地域ニーズにマッチした拡充は望めない。
　このため、地域型保育事業を推進して、ニーズの高い地域おける受け皿を確保する必用がある。
（２）認可外保育施設からの移行

　　現在、市内の認可外保育施設においては、３号認定に該当する子どもの受け皿にもなっており、市の子ども・子育て支援事業系計画においても確保内容として位置付けられているが、市は法律上、家庭的保育事業等により必要な保育を確保するための措置を講じなければならず、事業者に対して積極的な支援をすることとしている。
　　

【児童福祉法第２４条】
　　①　市町村は、この法律及び子ども・子育て支援法の定めるところにより、保護者の労働又は疾病その他の事由により、その監護すべき乳児、幼児その他の児童について保育を必要とする場合において、次項に定めるところによるほか、当該児童を保育所において保育しなければならない。
　　②　市町村は、前項に規定する児童に対し、認定こども園法第二条第六項に規定する認定こども園又は家庭的保育事業等（家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業をいう。以下同じ。）により必要な保育を確保するための措置を講じなければならない。
４　子ども子育て会議における地域型保育事業への関わり
（１）地域型保育事業の認可及び利用定員の設定に係る意見聴取について 

○市は地域型保育事業の認可にあたり、子ども・子育て支援法第４３条第３項の規定により利用定員を定める際は、子ども・子育て支援事業計画との整合性の確認等について、子ども・子育て会議において意見を聴取する必要がある。
○また、児童福祉法第３４条の１５第４項の規定により、地域型保育事業の認可を行う際は、児童福祉審議会を設置している場合はその意見を、その他の場合にあっては児童の保護者その他児童福祉に係る当事者から意見を聴取することとなっている。 
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